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第１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１） 教育の成果に関する目標を達成するための措置 

ア 学士課程における教育 

1 年生が対象となる平成 30 年度以降入学者向けカリキュラムと、2 年生以上が対象と

なる平成 26 年度以降入学者向けカリキュラムを着実に運営する。 
イ 大学院課程における教育 

1 年生が対象となる新たな領域編成及び新たなカリキュラムと、2 年生が対象となるこ

れまでのカリキュラムを着実に運営する。 

 

（２） 教育の内容等に関する目標を達成するための措置 

ア 入学者受入方針 
【学士課程】 
（ア） 建学の理念、アドミッションポリシーの周知を図る。また、低学年対象の大

学説明会を実施し、低学年から本学への興味喚起と理解の醸成を促すことで、

目的意識の高い志願者の拡大に努める。 
（イ） 入試区分ごとの求める人物像に即した、多彩な入学者を確保するため、各入

試の精度向上を図る。また、「2021 年度入試」の詳細について策定する。 
（ウ） 高校生と直接接触する機会を設け、本学への興味喚起を図る。県内外で本学

独自の高校教員対象相談会を実施し、高校教員の本学への理解を深めるととも

に関係の強化を図る。 
【大学院課程】 
（ア） 新たな取組として、大学院進学の意思があり、一定水準を満たした学部 4 年

生を対象とする 3 on 3 入試を実施し、意欲ある学部生の大学院進学を促進する。

また、海外交流協定締結校等から本学大学院への志願者獲得を図る。 
イ 教育課程 

  （ア） 学士課程 
ａ 導入教育としての「基礎造形実習Ⅰ」、「基礎ゼミ」を継続して開講する。 
ｂ 平成 26 年度から順次開講しているソーシャル・スキルズ科目を継続して開

講する。 
ｃ 地域、社会、企業と連携した「地域協創演習」「インターンシップ」「ボラ

ンティア実習」を選択必修科目として開講する。 
ｄ 「問題の発見、原因の究明、解決への構想、試行及び検証」の力を養い、

デザインプロセスの実践能力を高めるコース別演習・ゼミを開講する。 
ｅ 各学科の専門科目の一部を学部共通専門教育科目として開講する。 

（イ） 大学院課程 
平成 29 年度までの入学者に対するカリキュラムを着実に運営するとともに、新

たに開始する平成 30 年度以降入学者向けカリキュラムを着実に運営する。 
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ウ 教育方法 

（ア） 学生の個性と創造性を尊重し、教員と学生の豊かなコミュニケーションを図

る個別指導による実習、演習、ゼミを実施する。 

（イ） 複数領域を複合的に学ぶコース別演習と専門領域の深化を図るゼミを連携さ

せて開講する。 

（ウ） 現実の地域課題を取り入れた「地域協創演習」をはじめとする演習、実習系

の専門教育科目を開講する。 

エ 学生の成績評価 

シラバス（授業の計画や内容の概略）に達成目標、授業計画、成績評価基準を明示し、

それに基づき成績評価が厳正に行われているかを学務委員会にて確認する。 

（３） 教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

ア 教員の適切な配置と教育力の向上

（ア） 大学院生の研究の高度化を図るため、大学院に専任教員 2 人を採用する。 
（イ） 教育水準の向上を目標としたファカルティディベロップメント研修会を実施

する。

（ウ） プロダクトデザイン、視覚デザイン、美術・工芸、建築・環境デザインの各

分野において最前線で活躍する人材を非常勤講師として採用する。

イ 教育環境の整備

（ア） 機器の老朽化、技術革新による陳腐化に対応するための設備の更新を行うと

ともに、デザイン面に配慮しつつ老朽化等による什器の入れ替えを行う。

（イ） 全学科において利用頻度の高い映像スタジオの増設、精緻な画像を投射する

ための高輝度、高解像度プロジェクターの大講義室への設置を行う。また、教

育・研究に必要なコンピュータソフトウエアであるアドビ Creative Cloud お

よびマイクロソフト Office を継続して全学に提供する。 
ウ 教育活動の評価及び改善

開講している全科目に対し授業評価アンケートを実施する。集計結果及び学生の要望

に対する担当教員のコメントを学生に公開するとともに、内容の分析を行う。

（４） 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

ア 学修支援 

（ア） 担任制度やオフィスアワー制度を活用し、履修登録期間における履修相談を

充実する。また、学生用ポータルサイトを利用して学生の出席状況等を総合的

に把握し、必要に応じて随時履修指導を行う。 

（イ） 経済的理由により修学することが困難で、人物及び学業成績がともに優秀で

ある学生に対し、授業料半期分を減免する。 

（ウ） 全学生に向け、学生用ポータルサイトで随時、各種奨学金の情報を提供する。 

（エ） 人格にすぐれ、学業成績が特に優秀である学生に副賞を伴う長岡造形大学優

秀学生賞を授与する。 
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（オ） 校友会の学生活動助成金の周知を充実し、利用を促進する。 
イ 生活支援 

（ア） 学内生活環境、課外活動に対する要望などを把握し改善するために、学生生

活実態調査を実施する。 
（イ） 予約制で専門のカウンセラー（臨床心理士）を配置する。 
（ウ） 修学特別支援室を窓口として、障がい学生の修学支援を行う。また、修学特

別支援室の案内パンフレットを作成し、周知を行う。 
ウ 就職・進学等支援 

（ア） 2 年次、3 年次に「キャリア計画実習Ⅰ・Ⅱ」を実施し、社会において必要な

基礎能力等を育成するとともに、企業人事担当者等の学外者を招いて社会で求

められる人物像を学ぶ機会を設ける。 
（イ） 起業関連科目として、「社会起業（学部）」、「起業演習（大学院）」を開講する。 
（ウ） 公募型インターンシップにおいて、学生と企業とのマッチングを図る。 
（エ） 学生の企業理解を深めるため、低学年からの各種就職講座及び学内企業説明

会への参加を促進する。 
（オ） 研究室単位での進路指導を活用した支援を行う。教職員の企業研究、理解を

深める。 
（カ） キャリア形成の支援に対する指導力を強化するため、教員向けセミナーを実

施する。 
（キ） 企業と学生の相互理解によるマッチングを支援するため、企業にはパンフレ

ットや訪問により大学情報を発信し、学生に対しては、インターンシップガイ

ダンス、業界研究セミナー、企業説明会など企業情報収集の場への参加を支援

する。 
（ク） 長岡市内、新潟県内の企業の魅力を伝えるため、長岡商工会議所やながおか・

若者・しごと機構等と連携して情報発信を行う。 
 

【教育の成果に関する指標の目標値】 

・志願倍率 3 倍 <志願者/募集定員(一般)> 
・教員一人当たりの学生数 20 人 <収容定員/専任教員> 
・最前線で活躍する民間人の登用件数 60 人 
・学生の授業内容満足度 4.0 以上 <5 段階評価> 

  

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１） 研究水準及び研究の成果に関する目標を達成するための措置 

ア 新たな領域編成、新たなカリキュラムによる新大学院をスタートさせる。あわせて、

イノベーションデザイン領域担当及び研究論文担当の大学院専任教員を配置し、学際的

な領域の研究体制を整備する。 
イ 平成 29 年度に整備した大学院研究室、プロトタイピングルームの運用を開始し、大学

院の研究環境の充実を行う。 
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ウ 地域社会の課題解決に関する研究に対して重点的に研究費を配分する。 

エ 高等教育機関、研究機関及び企業等との共同研究に対して重点的に研究費を配分する。 

オ データベース化した研究業績をホームページを通じて公開する。 

 

（２） 研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 

ア デザインマネジメント研究会を通して、デザインに関する講義やワークショップを行

う。 
イ アクリル積層製品の試作や活用等、研究シーズを用いた事業化や商品化プロセスの実

践的試行に取り組む。 
ウ 市内の 3 大学 1 高専の連携、協力により、「まちなかキャンパス」の運営に参画する。

また、美術・デザイン系大学と連携し、知的財産活用を推進するための情報交換を行う。 
エ 長岡市の「人づくり・産業振興を支える拠点」整備に伴い、3 大学 1 高専が研究開発

や産学官連携事業を協力して実施する「NaDeC 構想」に基づき、先行実施事業に取り組

む。 
オ 交流協定締結校の米国ハワイ大学及び英国ノリッチ芸術大学等と研究者の交流やワー

クショップを実施する。加えて、新規に交流協定を締結し、当該大学との交流を行う。 
カ 競争的研究資金への応募件数の増加を図るため、特別研究費の申請条件として、外部

競争的研究資金への応募を必須とする。また、獲得した競争的研究資金の間接経費の一

部を個人研究費に還元することで競争的研究資金の獲得推進を図る。 
キ 研究推進委員会にて優れた研究成果に対する顕彰制度を構築する。 
ク 独立行政法人工業所有権情報・研修館（INPIT）産学連携知的財産アドバイザー派遣

事業の支援により、地元企業との連携研究の事業化を目指すプロジェクト（地産地消モ

ビリティ）を継続実施する。 
   

【研究の成果に関する指標の目標値】 
・教員研究成果発表・作品展 2 回 
・地域貢献に関する研究・プロジェクト数 10 件 

  

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

（１） 地域社会との連携に関する目標を達成するための措置 

ア 地域協創センターを窓口に、長岡市、ながおか・若者・しごと機構等と連携し、「長岡

リジュベネーション～長岡若返り戦略～」に基づき、教育研究プロジェクト、地域貢献

事業を行う。 
イ 企業や自治体、NPO などの地域社会と連携してデザイン研究開発・共同研究や「地域

協創演習」を実施し、産業振興やまちづくりの推進に取り組む。 
ウ 市民に本学教育内容への理解を深めてもらい、地域社会との連携を更に進めるために

「市民オープンキャンパス」を開催する。 
エ 社会人の生涯学習の場として市民工房を開講する。 
オ 行政からの委嘱に基づき各専門分野の教員を派遣する。 
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カ 学部での地域連携系科目（「地域協創演習」、「インターンシップ」、「ボランティア実習」）

の開講に加え、大学院ではデザイン思考をベースとした手法を用い、異なる専門能力を

有する者で構成するチームで取り組む「地域特別プロジェクト演習」を新たに開講する。 

デザイン思考：デザインプロセスを応用し、使い手に共感して新しい製品やサービス

を生み出すなど価値創造のための方法論 

キ 企業や産業団体等との活動を通してニーズの把握・シーズの発見、知的財産の活用を

視野に入れた情報交換等に取り組む。 

  

（２） 教育機関との連携に関する目標を達成するための措置 

ア 小学生を対象とした「こどもものづくり大学校」、中高生を対象とした「美術・デザイ

ン勉強会」を実施する。また長岡市教育委員会他、各種教育機関と連携し、「熱中・感動・

夢づくり事業」や教員を対象とした研修への支援を行う。 
イ 4 大学メディアキャンパスでサテライトキャンパスサミットを行う。また市内高等教

育機関と協力して、「まちなかキャンパス」の講座運営に取り組む。 
ウ 長岡市の「人づくり・産業振興を支える拠点」整備に伴い、3 大学 1 高専が研究開発

や産学官連携事業を協力して実施する「NaDeC 構想」に基づき、先行実施事業に取り組

む。［再掲］ 
エ  新潟県立近代美術館と連携した「中学校美術部作品展」や「こどもものづくり大学

校作品展」の開催、展示館による絵画の公開等を行う。 
  

【地域貢献の成果に関する指標の目標値】 
・地域貢献に関する研究・プロジェクト数 10 件［再掲］ 
・市民工房受講者数 延べ 500 人 
・小学生を対象とする講座受講者数 延べ 150 人 

 

４ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

（１） 交流協定締結校である米国ハワイ大学、英国ノリッチ芸術大学との交流事業を継続す

る。 
（２） 学部及び大学院における外国人留学生の受入れ増を図る。 

（３） 長岡市の姉妹都市であるドイツ・トリアー市にあるトリアー応用科学大学との交流協

定締結に努める。 

（４） 国際交流事業支援奨学金やトビタテ！留学 JAPAN 日本代表プログラム～ 地域人材

コースなどを活用し、海外大学や国際交流事業等への派遣学生の増加を図る。 
 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

（１） 経営審議会及び教育研究審議会は、理事長、学長それぞれのリーダーシップのもと、

重要な事項をその役割に応じて迅速、慎重に審議し、理事会はその結果に基づき意思決
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定を行う。 

（２） 理事及び 2 審議会（経営審議会、教育研究審議会）委員に登用している学外有識者か

ら客観的な意見を取り入れる。 
（３） 内部監査及び監事監査を実施し、適正な業務運営と改善を行う。 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

（１） 大学を取り巻く社会環境の変化や全学的な課題の把握に努める。 

（２） デザイン思考研究会を設置し、本学ならではの造形力を生かした、新しい価値創造の

ための方法論を構築する。 

（３） 大学基準協会による認証評価及び公立大学法人評価委員会による法人評価の指摘事項

に対しての改善を進めるとともに、その効果を確認する。 

 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（１） 職員の昇任、昇格に関する基準を人事評価制度と連携して整備する。 

（２） 教員、事務職員それぞれにおける人事評価制度の概要を決定し、事務職員については

部分的に試行を行う。 

  

４ 事務の効率化及び合理化に関する目標を達成するための措置  

（１） 公立大学協会等の機関が主催する各種研修会へ積極的に参加し、職位別、専門分野別

の知識習得を図る。 

（２） 嘱託職員の雇用条件を見直し、適性ある人材を確保する。 

（３） 事務処理の効率性や合理性を高めるために、建物の改修に伴う監修業務等の外部委託

を活用する。 

 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置  

１ 経営の安定化に向けた自己収入の確保に関する目標を達成するための措置  

（１） 広報媒体の抜本的な見直し、カリキュラムポリシーに基づく授業等の実施、卒業生を

含めた幅広い就職支援などに総合的に取り組み、大学の魅力を適確に伝えることにより、

学生数の安定的な確保を図る。 

（２） 学生納付金は、財務状況や他大学の動向などを勘案して金額を決定する。 

  

２ 経費の節減に関する目標を達成するための措置  

（１） 経費節減効果のある購入方法、購入先選定を検討し、購入を行う。 

（２） 電気使用量のデマンド管理等により光熱水費の削減に努める。また、白黒コピーの標

準設定、両面印刷の推奨等により、コピー料金の削減を図る。 

（３） 複数年契約について経費節減効果を検証しつつ、有効なものは導入する。 

（４） 長期修繕計画に基づく空調設備の更新等において、省エネ機器の導入を図る。 
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３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

（１） 平成 27 年度に策定した長期修繕計画に基づき、平成 30 年度は空調設備の更新を実施

する。 
（２） 学内施設の地域開放を積極的に進める。 

 

第４ 自己点検・評価及び情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

１ 自己点検･評価に関する目標を達成するための措置 

（１） 大学基準協会からの指摘事項について平成 31 年度の改善報告に向けて改善の状況を取

りまとめる。公立大学法人評価委員会による法人評価の指摘事項に対して改善を進める。 
  

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

（１） ホームページなどを用いて、財務状況や評価結果、教育研究の活動成果などの法人情

報を積極的に公表する。 

（２） 学内で情報の共有化を図り、従来の情報媒体や SNS を有効活用した情報発信を行う。 

（３） 教員や学生の作品展示機会の創出や紀要の作成を行う。 

（４） テレビや新聞などのメディアを通して、広く社会に情報を発信する。 

 

第５ その他業務運営に関する目標を達成するための措置 

１ 社会的責任に関する目標を達成するための措置 

（１） 法令遵守や人権侵害の防止に係る意識啓発のために、学生及び職員向けの研修等を実

施する。 

（２） 再生品、エコマーク商品など環境に配慮した物品の使用、購入に努める。 

  

２ 施設設備の整備、活用に関する目標を達成するための措置 

（１） 映像スタジオの増設、長期修繕計画に基づく空調設備の更新を実施する。 

 

３ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

（１） 学校医（内科医、精神科医）、産業医、看護師、臨床心理士、衛生管理者を配置し、学

生や職員の健康保全及び安全衛生に努める。 

（２） 業務の進め方や業務内容の見直しを図り、効率化を進めることによって、教職員のワ

ーク・ライフ・バランスを推進する。 

（３） 事故や犯罪を未然に防止するための、工房安全講習、消費者教育や防犯講習を実施す

る。 

（４） 作成した震災対策マニュアルに基づき、地震発生を想定した防災訓練を行う。 

（５） 情報セキュリティに関する教職員研修会等を通じ、情報管理意識の徹底を図る。また、

情報機器の入れ替えなどにより、情報セキュリティを強化する。 
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第６ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

平成３０年度 

（単位：千円） 

区 分 金 額 

収入 

運営費交付金 ８９３,７３２ 

自己収入 ７２０,９０１ 

授業料等及び入学金検定料収入 ６８７,２６９ 

雑収入 ３３,６３２ 

受託研究等収入 ４,０００ 

寄附金収入 ５,０００ 

承継資金財源 ３１３,８２９ 

計 １,９３７,４６２

支出 

業務費 １,７７４,７２２ 

教育研究経費 ７１４,３１９ 

人件費 １,０６０,４０３ 

一般管理費 １５８,７４０ 

受託研究費等 ４,０００ 

計 １,９３７,４６２
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２ 収支計画 

平成３０年度 

 （単位：千円） 

区 分 金 額 

費用の部 １,６８２,０６２ 

経常費用 １,６８２,０６２ 

 業務費 １,４３８,７０４ 

教育研究経費 ３７４,３０１ 

受託研究費等 ４,０００ 

人件費 １,０６０,４０３ 

一般管理費 １４４,３４０ 

財務費用 １８ 

減価償却費 ９９,０００ 

収入の部 １,６８２,０６２ 

経常収益 １,６８２,０６２ 

運営費交付金収益 ８９３,７３２ 

授業料収益 ２４８,１３９ 

 入学金収益 ６９,０９０ 

 検定料収益 １５,６４０ 

  受託研究等収益 ４,０００ 

  寄附金収益 ３１８,８２９ 

  財務収益 ２２０ 

  雑益 ３３,４１２ 

  資産見返運営費交付金等戻入 ７３,０００ 

  資産見返寄附金戻入 ２６,０００ 

純利益 ０ 

総利益 ０ 
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３ 資金計画 

平成３０年度 

（単位：千円） 

区 分 金 額 

資金支出 ７,０９７,６６８ 

業務活動による支出 １,５７９,８７３ 

投資活動による支出 ２,５５４,４００ 

財務活動による支出 ３,１８９ 

翌年度への繰越金 ２,９６０,２０６ 

資金収入 ７,０９７,６６８ 

業務活動による収入 １,６２３,４１３ 

運営費交付金による収入 ８９３,７３２ 

授業料等及び入学金検定料による収入 ６８７,２６９ 

受託研究等による収入 ４,０００ 

寄附金による収入 ５,０００ 

その他の収入 ３３,４１２ 

投資活動による収入 ２,２００,２２０ 

財務活動による収入 ０ 

前年度からの繰越金 ３,２７４,０３５ 

第７ 短期借入金の限度額 

１ 限度額  ２億円 

２ 想定される理由 

  運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借入れす

ることが想定される。 

第８ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

なし 

第９ 剰余金の使途 

 決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設設備

の改善に充てる。 
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第１０ 公立大学法人長岡造形大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則で定める事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

「第１の１ （３）イ 教育環境の整備」、「第３の３ 資産の運用管理の改善に関する目

標を達成するための措置」及び「第５の２ 施設設備の整備、活用に関する目標を達成する

ための措置」に記載のとおり 

２ 積立金の使途 

なし 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 
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中期計画・年度計画対照表 

中期計画（平成 26 年度～平成 31 年度） 平成 30 年度 年度計画 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１） 教育の成果に関する目標を達成するための措置 

ア 学士課程における教育 

建学の理念に基づき、社会人基礎力、構想力、造形力を修得した人

材を養成するため、以下の教育を行う。 

（ア） 社会人基礎力の養成 

主体的、能動的な学修姿勢を身に付け、確かな基礎学力と

幅広く高度な専門知識・技術の修得を重視したカリキュラム

編成により、社会人基礎力である「前に踏み出す力」、「考え

抜く力」、「チームで働く力」を養う。 

（イ） 構想力の養成 

培ったさまざまな知識と技術を実際に応用しながら、実社会

の具体的な課題解決に取り組む演習・実習により、「問題の発見」

「原因の究明」「解決への構想」「試行及び検証」というデザイ

ンプロセスを実践できる構想力を養う。

（ウ） 造形力の養成

基礎的な造形教育で身に付けた表現力や豊かな人間性を基

礎に、各専門の講義、演習、実習により、自己の「思い」を形

にできる造形力を養う。

イ 大学院課程における教育 

第１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１） 教育の成果に関する目標を達成するための措置 

ア 学士課程における教育 

1 年生が対象となる平成 30 年度以降入学者向けカリキュラムと、2
年生以上が対象となる平成 26 年度以降入学者向けカリキュラムを着

実に運営する。

イ 大学院課程における教育 
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各専攻分野に関する高度な専門知識と技術を修得する授業科目の設

置とともに、複合的に学べるカリキュラム編成により、総合的、横断

的な観点からデザイン領域全体を見通し、各研究領域を束ねながらマ

ネジメントできる能力を養う。 

 

（２） 教育の内容等に関する目標を達成するための措置 

   ア 入学者受入方針 

（ア） 大学の建学の理念と教育目標を踏まえ、アドミッションポ

リシー(入学者受入方針）を明確に示し、受験生への周知徹底

を図るとともに、高い目的意識と優れた資質を持つ学生の入

学を促進する入試制度を整備する。 

（イ） 多彩な学生を受け入れるため、意欲・人物・基礎学力・表

現力を見極める AO、推薦、一般入学試験など多様な選考を

実施する。 

（ウ） 本学の教育内容への深い理解や教育環境の周知を目指し、

受験生の立場に立った積極的かつ多様な広報活動を展開す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

イ 教育課程 

（ア） 学士課程 

1 年生が対象となる新たな領域編成及び新たなカリキュラムと、2 年

生が対象となるこれまでのカリキュラムを着実に運営する。 

 

 

 

（２） 教育の内容等に関する目標を達成するための措置 

ア 入学者受入方針 

【学士課程】 

（ア） 建学の理念、アドミッションポリシーの周知を図る。また、

低学年対象の大学説明会を実施し、低学年から本学への興味

喚起と理解の醸成を促すことで、目的意識の高い志願者の拡

大に努める。 
（イ） 入試区分ごとの求める人物像に即した、多彩な入学者を確

保するため、各入試の精度向上を図る。また、「2021 年度入

試」の詳細について策定する。 
（ウ） 高校生と直接接触する機会を設け、本学への興味喚起を図

る。県内外で本学独自の高校教員対象相談会を実施し、高校

教員の本学への理解を深めるとともに関係の強化を図る。 
【大学院課程】 
（ア） 新たな取組として、大学院進学の意思があり、一定水準を

満たした学部 4 年生を対象とする 3 on 3 入試を実施し、意欲

ある学部生の大学院進学を促進する。また、海外交流協定締

結校等から本学大学院への志願者獲得を図る。 
 

イ 教育課程 

  （ア） 学士課程 
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ａ 新入学生が大学の新しい教育環境にいち早く慣れ、各自

が目標を持ち、自ら学び、考え、発信できるよう、学修ス

キルの基礎づくりを行う導入教育を強化する。 

ｂ 幅広い視野と知識をもって、社会の中で多様な人々と交

わり、共に活動していくために必要な能力を築くソーシャ

ルスキルズ科目を拡充する。 

ｃ  コミュニケーション力、状況適応力、計画・創造力、実

行力を最大限に伸ばすため、地域、社会、企業と連携した

実践的なデザインプロジェクトを導入する。 

ｄ 現象の観察と考察を繰り返し行うことで、潜在的な問題

を探求する力を修得させるとともに、問題の解決から新し

い価値の創造まで構想できる力を養成するため、問題解決

型の演習・実習科目を開講する。 

ｅ  専門的かつ横断的な知識・技術を深めることにより、思

い描くイメージを広い視点で創造的に造形できる力を修得

できる履修体系とする。 

 

（イ） 大学院課程 

デザイン領域全体に通じる基本的理念を学ぶ基礎科目群と、デザ

イン理論の深化あるいは実践の方法論などを修得する専門科目群を

設けるとともに、研究テーマに縛られず、さまざまなデザイン領域

を複合的かつ柔軟に履修できるカリキュラムを編成する。 
 

ウ 教育方法 

（ア） 学生の個性と創造性を尊重し、教員と学生の豊かなコミュニ

ケーションを図りながら、学生主体の能動的な自己学修力を高

ａ 導入教育としての「基礎造形実習Ⅰ」、「基礎ゼミ」を継

続して開講する。 
ｂ 平成 26 年度から順次開講しているソーシャル・スキルズ

科目を継続して開講する。 
ｃ 地域、社会、企業と連携した「地域協創演習」「インター

ンシップ」「ボランティア実習」を選択必修科目として開講

する。 
ｄ 「問題の発見、原因の究明、解決への構想、試行及び検

証」の力を養い、デザインプロセスの実践能力を高めるコ

ース別演習・ゼミを開講する。 
ｅ 各学科の専門科目の一部を学部共通専門教育科目として

開講する。 

 

 

 

 

 

（イ） 大学院課程 

平成 29 年度までの入学者に対するカリキュラムを着実に運

営するとともに、新たに開始する平成 30 年度以降入学者向けカ

リキュラムを着実に運営する。 
 

 

ウ 教育方法 

（ア） 学生の個性と創造性を尊重し、教員と学生の豊かなコミュ

ニケーションを図る個別指導による実習、演習、ゼミを実施
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める少人数教育を行い、効果的な教育を推進する。 

（イ） 関連する授業科目間の連携を強化し、より複合的な教育に発

展させることにより、学生の広い視野を育み、教育効果を高め

る。 

（ウ） 市民や NPO、企業、行政などと協議し、地域のさまざまな

デザインに関わる課題を踏まえた実践的な教育を推進する。 

 

エ 学生の成績評価 

教育目標に基づき、各授業科目について達成目標と授業計画、成績

評価基準をシラバス（授業の計画や内容の概略）に明示し、それに基

づき厳正な成績評価を行う。 

 

（３） 教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

   ア 教員の適切な配置と教育力の向上 

（ア） 教育研究体制の充実ときめ細やかな指導体制を実現するた

め、専任教員を増員し、適切な配置を行い、教育力の向上を

図る。 
（イ） ファカルティ・ディベロップメント活動（教員の教育力を

向上させるための組織的な取り組み）の推進により、優れた

教育方法の共有化を図り、教育水準の向上に努める。 
（ウ） 各分野のデザインの最前線で活躍する人材の積極的な活用

を図る。 
 
イ 教育環境の整備 

（ア） 「キャンパスまるごとデザインの教材」というコンセプト

のもと、学生の創造性を引き出す優れたデザインの施設設備

する。 

（イ） 複数領域を複合的に学ぶコース別演習と専門領域の深化を

図るゼミを連携させて開講する。 

（ウ） 現実の地域課題を取り入れた「地域協創演習」をはじめと

する演習、実習系の専門教育科目を開講する。 

 

 

エ 学生の成績評価 

シラバス（授業の計画や内容の概略）に達成目標、授業計画、成績

評価基準を明示し、それに基づき成績評価が厳正に行われているかを

学務委員会にて確認する。 

  

（３） 教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

ア 教員の適切な配置と教育力の向上 

（ア） 大学院生の研究の高度化を図るため、大学院に専任教員 2
人を採用する。 

（イ） 教育水準の向上を目標としたファカルティディベロップメ

ント研修会を実施する。 
（ウ） プロダクトデザイン、視覚デザイン、美術・工芸、建築・

環境デザインの各分野において最前線で活躍する人材を非常

勤講師として採用する。 
 

 

イ 教育環境の整備 

（ア） 機器の老朽化、技術革新による陳腐化に対応するための設

備の更新を行うとともに、デザイン面に配慮しつつ老朽化等
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を充実する。 
（イ） 工房、アトリエ、スタジオ、コンピュータ室等の施設設備、

パソコンのソフトウェアなどの計画的な整備を行うととも

に、学生の自主的な制作活動を支援する体制を整備する。 
 

 

 

ウ 教育活動の評価及び改善 

教育活動に対する自己点検・評価、外部評価などについては、全学

的な実施体制を整備するとともに、学生による授業評価アンケートを

定期的に行い、教育活動の改善に反映させる。 

 

（４） 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

ア 学修支援 
（ア） 担任制度やオフィスアワー制度（授業内容や進路に関する

質問・相談に対して教員が個別に応じる制度）を活用して、

きめ細やかな履修相談を行う。  
（イ） 学生に対し、日本学生支援機構奨学金をはじめとする各種

奨学金制度について、きめ細やかな情報提供を行う。 
（ウ） 優秀な学生に対して奨励金を伴う表彰制度を実施する。 
（エ） 学生の自主的な活動（作品展示、コンペへの出品など）の

奨励・支援を保護者会、校友会と連携し行う。 
 
 
 
 

による什器の入れ替えを行う。 
（イ） 全学科において利用頻度の高い映像スタジオの増設、精緻

な画像を投射するための高輝度、高解像度プロジェクターの

大講義室への設置を行う。また、教育・研究に必要なコンピ

ュータソフトウエアであるアドビ Creative Cloud およびマ

イクロソフト Office を継続して全学に提供する。 
 

ウ 教育活動の評価及び改善 

開講している全科目に対し授業評価アンケートを実施する。集計結

果及び学生の要望に対する担当教員のコメントを学生に公開するとと

もに、内容の分析を行う。  
 

（４） 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

ア 学修支援 

（ア） 担任制度やオフィスアワー制度を活用し、履修登録期間に

おける履修相談を充実する。また、学生用ポータルサイトを

利用して学生の出席状況等を総合的に把握し、必要に応じて

随時履修指導を行う。 

（イ） 経済的理由により修学することが困難で、人物及び学業成

績がともに優秀である学生に対し、授業料半期分を減免する。 

（ウ） 全学生に向け、学生用ポータルサイトで随時、各種奨学金

の情報を提供する。 

（エ） 人格にすぐれ、学業成績が特に優秀である学生に副賞を伴

う長岡造形大学優秀学生賞を授与する。 

（オ） 校友会の学生活動助成金の周知を充実し、利用を促進する。 
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   イ 生活支援 

（ア） 学生生活実態調査を実施し、学内生活環境、課外活動に対

する要望などを把握し、改善を図る。 

（イ） 学生の心身の健康と生活上のさまざまな悩みに対して、職

員、医務室職員、専門のカウンセラーとの連携を図り、支援

体制の充実を図る。 

 

 

   ウ 就職・進学等支援 

（ア） 学生が進路選択や将来設計を考えるためのキャリア教育を

低学年から実施し、インターンシップ制の導入や就職活動に

必要なスキルアップのための講習会などを開催する。 

（イ） 全学年を通した担任制度を活用し、学生が就職、起業、進

学、留学などの進路目標を明確に持てるよう必要な助言・指

導を行う体制を充実する。 

（ウ） キャリア形成の支援に対する指導力を強化するため、教員

向けセミナーなどを実施する。 

（エ） 「キャリアデザインセンター」を新たに設置し、キャリア

形成支援体制や各種情報発信体制の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

イ 生活支援 

（ア） 学内生活環境、課外活動に対する要望などを把握し改善す

るために、学生生活実態調査を実施する。 
（イ） 予約制で専門のカウンセラー（臨床心理士）を配置する。 
（ウ） 修学特別支援室を窓口として、障がい学生の修学支援を行

う。また、修学特別支援室の案内パンフレットを作成し、周

知を行う。 
 

ウ 就職・進学等支援 

（ア） 2 年次、3 年次に「キャリア計画実習Ⅰ・Ⅱ」を実施し、社

会において必要な基礎能力等を育成するとともに、企業人事

担当者等の学外者を招いて社会で求められる人物像を学ぶ機

会を設ける。 
（イ） 起業関連科目として、「社会起業(学部)」、「起業演習(大学院)」

を開講する。 
（ウ） 公募型インターンシップにおいて、学生と企業とのマッチ

ングを図る。 
（エ） 学生の企業理解を深めるため、低学年からの各種就職講座

及び学内企業説明会への参加を促進する。 
（オ） 研究室単位での進路指導を活用した支援を行う。教職員の

企業研究、理解を深める。 
（カ） キャリア形成の支援に対する指導力を強化するため、教員

向けセミナーを実施する。 
（キ） 企業と学生の相互理解によるマッチングを支援するため、

企業にはパンフレットや訪問により大学情報を発信し、学生

に対しては、インターンシップガイダンス、業界研究セミナ
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【教育の成果に関する指標の目標値】 

・志願倍率 3 倍 <志願者/募集定員(一般)> 
・教員一人当たりの学生数 20 人 <収容定員/専任教員> 
・最前線で活躍する民間人の登用件数 60 人 
・学生の授業内容満足度 4.0 以上 <5 段階評価> 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

 （１） 研究水準及び研究の成果に関する目標を達成するための措置 

ア 学際的な領域にわたる「デザイン学」の確立を目指し、大学院の研

究体制を再構築する。 
イ  実践的な研究を進めるため、学外での設計、制作、研究などのうち

研究水準の向上につながると判断されるものについて積極的に支援す

る。特に、地域社会の課題解決に関する研究に対して重点的に資金を

配分する。 
ウ 高等教育機関、研究機関及び企業等との共同研究などを推進する。 
エ 研究成果を体系的に蓄積するため、研究成果をデータベース化し、

ホームページなどを通じて発信する。 
 

  

（２） 研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 

ー、企業説明会など企業情報収集の場への参加を支援する。 
（ク） 長岡市内、新潟県内の企業の魅力を伝えるため、長岡商工

会議所やながおか・若者・しごと機構等と連携して情報発信

を行う。 
 

 

【教育の成果に関する指標の目標値】 

・志願倍率 3 倍 <志願者/募集定員(一般)> 
・教員一人当たりの学生数 20 人 <収容定員/専任教員> 
・最前線で活躍する民間人の登用件数 60 人 
・学生の授業内容満足度 4.0 以上 <5 段階評価> 

  

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１） 研究水準及び研究の成果に関する目標を達成するための措置 

ア 新たな領域編成、新たなカリキュラムによる新大学院をスタートさ

せる。あわせて、イノベーションデザイン領域担当及び研究論文担当

の大学院専任教員を配置し、学際的な領域の研究体制を整備する。 
イ 平成 29 年度に整備した大学院研究室、プロトタイピングルームの運

用を開始し、大学院の研究環境の充実を行う。 
ウ 地域社会の課題解決に関する研究に対して重点的に研究費を配分す

る。 

エ 高等教育機関、研究機関及び企業等との共同研究に対して重点的に

研究費を配分する。 

オ データベース化した研究業績をホームページを通じて公開する。 

 

（２） 研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 
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ア 市民、産業界、高等教育機関、行政機関などとの連携強化及び共同

研究を推進するため、研究力の向上を図る支援体制を整備する。 
イ 高等教育機関との連携を図ることにより、研究者の相互交流及び教

育・研究資源の相互活用を推進する体制を整備する。 
ウ 科学研究費補助金など競争的研究資金の獲得のため、組織的な取り

組みを行うとともに、研究成果については評価を行い、優れた成果に

対する顕彰制度を設ける。 
エ 知的財産権の取得と管理・活用を積極的に行うための体制を整備す

る。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

【研究の成果に関する指標の目標値】 

・教員研究成果発表・作品展 2 回：毎年度 
・地域貢献に関する研究・プロジェクト数 10 件：毎年度 

 

ア デザインマネジメント研究会を通して、デザインに関する講義やワ

ークショップを行う。 
イ アクリル積層製品の試作や活用等、研究シーズを用いた事業化や商

品化プロセスの実践的試行に取り組む。 
ウ 市内の 3 大学 1 高専の連携、協力により、「まちなかキャンパス」の

運営に参画する。また、美術・デザイン系大学と連携し、知的財産活

用を推進するための情報交換を行う。 
エ 長岡市の「人づくり・産業振興を支える拠点」整備に伴い、3 大学 1
高専が研究開発や産学官連携事業を協力して実施する「NaDeC 構想」

に基づき、先行実施事業に取り組む。 
オ 交流協定締結校の米国ハワイ大学及び英国ノリッチ芸術大学等と研

究者の交流やワークショップを実施する。加えて、新規に交流協定を

締結し、当該大学との交流を行う。 
カ 競争的研究資金への応募件数の増加を図るため、特別研究費の申請

条件として、外部競争的研究資金への応募を必須とする。また、獲得

した競争的研究資金の間接経費の一部を個人研究費に還元することで

競争的研究資金の獲得推進を図る。 
キ 研究推進委員会にて優れた研究成果に対する顕彰制度を構築する。 
ク 独立行政法人工業所有権情報・研修館（INPIT）産学連携知的財産

アドバイザー派遣事業の支援により、地元企業との連携研究の事業化

を目指すプロジェクト（地産地消モビリティ）を継続実施する。 
 

【研究の成果に関する指標の目標値】 

・教員研究成果発表・作品展 2 回 
・地域貢献に関する研究・プロジェクト数 10 件 
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３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

（１） 地域社会との連携に関する目標を達成するための措置 

ア 新たに「地域協創センター」を設置し、企業、ＮＰＯ、行政などと

大学が連携した各種活動を推進、強化する。 

イ 市民を対象とした生涯学習の場として、さまざまなデザイン領域を

対象にした公開講座、市民ニーズに応じた短期・長期の造形講座、科

目履修制度など社会人が学習できる機会を拡充する。 

ウ 行政の審議会や委員会への教員の派遣などにより、大学の専門的知

識を生かして行政に対する助言・提言を行う。 

エ 「地域で学び、地域を育てる」ことを目的とする実践的な演習・実

習科目を強化する。 

オ 長岡産業デザイン研究会、長岡産業活性化協会ＮＡＺＥ、にいがた

産業創造機構などの活動に積極的に参画し、地場産業界、伝統産業界

のニーズの把握や学生作品の商品化、知的財産に関する取り組みや情

報交換を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 教育機関との連携に関する目標を達成するための措置 

ア 市内保育園・幼稚園、小・中学校や県内外の高等学校に対して、デ

ザインやものづくりの継続的・体系的に学べる講座の開催や出張講義、

講師派遣事業を実施する。 

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

（１） 地域社会との連携に関する目標を達成するための措置 

ア 地域協創センターを窓口に、長岡市、ながおか・若者・しごと機構

等と連携し、「長岡リジュベネーション～長岡若返り戦略～」に基づき、

教育研究プロジェクト、地域貢献事業を行う。 
イ 企業や自治体、NPO などの地域社会と連携してデザイン研究開発・

共同研究や「地域協創演習」を実施し、産業振興やまちづくりの推進

に取り組む。 
ウ 市民に本学教育内容への理解を深めてもらい、地域社会との連携を

更に進めるために「市民オープンキャンパス」を開催する。 
エ 社会人の生涯学習の場として市民工房を開講する。 
オ 行政からの委嘱に基づき各専門分野の教員を派遣する。 
カ 学部での地域連携系科目（「地域協創演習」、「インターンシップ」、

「ボランティア実習」）の開講に加え、大学院ではデザイン思考をベー

スとした手法を用い、異なる専門能力を有する者で構成するチームで

取り組む「地域特別プロジェクト演習」を新たに開講する。 

デザイン思考：デザインプロセスを応用し、使い手に共感して新し

い製品やサービスを生み出すなど価値創造のための

方法論 

キ 企業や産業団体等との活動を通してニーズの把握・シーズの発見、

知的財産の活用を視野に入れた情報交換等に取り組む。 

  

（２） 教育機関との連携に関する目標を達成するための措置 

ア 小学生を対象とした「こどもものづくり大学校」、中高生を対象とし

た「美術・デザイン勉強会」を実施する。また長岡市教育委員会他、

各種教育機関と連携し、「熱中・感動・夢づくり事業」や教員を対象と
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イ 県内高等教育機関によるコンソーシアムや市内高等教育機関による

包括連携を通じ、さまざまな分野において、より専門的な視点による

まちづくりや産業振興、人材育成に取り組む。 

ウ 地域の芸術・文化機関と連携し、市民の文化活動の活性化と人材の

育成を進める。 

 

 

 

 

 

 

【地域貢献の成果に関する指標の目標値】 

・地域貢献に関する研究・プロジェクト数 10 件：毎年度［再掲］ 
・市民工房受講者数 延べ 500 人：毎年度 
・小学生を対象とする講座受講者数 延べ 150 人：毎年度 

 

４ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

（１） 既存の交流協定締結校の交流内容を見直すとともに、長岡市の国際

姉妹都市にある大学と交流・連携を図る。 

（２） 給付奨学金制度や授業外での語学教育制度を構築し、海外大学への

派遣学生の増加を図る。 

 

 

 

 

 

した研修への支援を行う。 
イ 4大学メディアキャンパスでサテライトキャンパスサミットを行う。

また市内高等教育機関と協力して、「まちなかキャンパス」の講座運営

に取り組む。 
ウ 長岡市の「人づくり・産業振興を支える拠点」整備に伴い、3 大学 1

高専が研究開発や産学官連携事業を協力して実施する「NaDeC 構想」

に基づき、先行実施事業に取り組む。［再掲］ 
エ  新潟県立近代美術館と連携した「中学校美術部作品展」や「こど

もものづくり大学校作品展」の開催、展示館による絵画の公開等を行

う。 
  

【地域貢献の成果に関する指標の目標値】 

・地域貢献に関する研究・プロジェクト数 10 件［再掲］ 
・市民工房受講者数 延べ 500 人 
・小学生を対象とする講座受講者数 延べ 150 人 

 

４ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

（１） 交流協定締結校である米国ハワイ大学、英国ノリッチ芸術大学との

交流事業を継続する。 
（２） 学部及び大学院における外国人留学生の受入れ増を図る。 

（３） 長岡市の姉妹都市であるドイツ・トリアー市にあるトリアー応用科

学大学との交流協定締結に努める。 

（４） 国際交流事業支援奨学金やトビタテ！留学 JAPAN 日本代表プログ

ラム～ 地域人材コースなどを活用し、海外大学や国際交流事業等への

派遣学生の増加を図る。  
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

（１） 理事会、経営審議会、教育研究審議会などの役割分担を明確にする

とともに、理事長、学長のリーダーシップのもと各機関が相互に連携

した機動的な組織運営を行う。 

（２） 理事、経営審議会及び教育研究審議委員に、学外の有識者を登用し、

専門的知見を活用する。 

（３） 法人監事などによる業務運営や予算執行状況の監査機能を強化し、

業務運営の改善を図る。 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

（１） 社会ニーズの変化に対応し、効果的な教育・研究を推進するため、

学部、研究科、研究機関の再編など教育研究組織の在り方を不断に検

証し必要な改善を図る。 
（２） 自己点検・評価はもとより、第三者評価機関による外部評価の結果

に基づき、教育研究組織を客観的、合理的に改善する。 
 

 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（１） 職員の意欲、適性などを適切に反映した人事制度の構築に取り組む。 
（２） 職員の能力と実績を総合的に評価する制度を構築し、評価結果が処

遇などに反映する仕組みを整備する。 

 

４ 事務の効率化及び合理化に関する目標を達成するための措置 

（１） 事務職員の職能や分野に応じた能力開発や研修を積極的に推進する。 
（２） 高い専門性が求められる分野の業務については、多様な雇用制度を

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

（１） 経営審議会及び教育研究審議会は、理事長、学長それぞれのリーダ

ーシップのもと、重要な事項をその役割に応じて迅速、慎重に審議し、

理事会はその結果に基づき意思決定を行う。 

（２） 理事及び 2 審議会（経営審議会、教育研究審議会）委員に登用して

いる学外有識者から客観的な意見を取り入れる。 
（３） 内部監査及び監事監査を実施し、適正な業務運営と改善を行う。 

 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

（１） 大学を取り巻く社会環境の変化や全学的な課題の把握に努める。 

（２） デザイン思考研究会を設置し、本学ならではの造形力を生かした、

新しい価値創造のための方法論を構築する。 

（３） 大学基準協会による認証評価及び公立大学法人評価委員会による法

人評価の指摘事項に対しての改善を進めるとともに、その効果を確認

する。 

 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（１） 職員の昇任、昇格に関する基準を人事評価制度と連携して整備する。 

（２） 教員、事務職員それぞれにおける人事評価制度の概要を決定し、事

務職員については部分的に試行を行う。 

 

４ 事務の効率化及び合理化に関する目標を達成するための措置  

（１） 公立大学協会等の機関が主催する各種研修会へ積極的に参加し、職

位別、専門分野別の知識習得を図る。 
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導入し、適正ある人材を配置することで事務の効率化を図る。 

（３） 事務処理の効率性や合理性を高めるため、外部委託を有効に活用す

る。 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 

１ 経営の安定化に向けた自己収入の確保に関する目標を達成するための措置 

（１） 実効性のある学生募集活動、教育内容・環境の充実及び修学・就職

支援の強化に対して総合的に取り組むことにより、学生数を安定的に

確保する。 

（２） 学生納付金は、教育内容や社会情勢などを反映した適正な水準とな

るように適宜見直す。 

 

２ 経費の節減に関する目標を達成するための措置 

（１） 教材等の購入経費の節減を図るため、適切な購入方法などについて

検討する。 

（２） 設備管理等の委託については、契約期間の複数年化など契約方法の

見直しにより、維持管理経費の削減を図る。 

（３） 経費節減と環境への配慮の面から、ＬＥＤ照明などの省エネ機器の

導入を計画的に進める。 

 

 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

（１） 定期的に学内の施設設備を調査点検し、維持管理や更新を計画的に

行う。 

（２） 嘱託職員の雇用条件を見直し、適性ある人材を確保する。 

（３） 事務処理の効率性や合理性を高めるために、建物の改修に伴う監修

業務等の外部委託を活用する。 

  

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置  

 

１ 経営の安定化に向けた自己収入の確保に関する目標を達成するための措置  

（１） 広報媒体の抜本的な見直し、カリキュラムポリシーに基づく授業等

の実施、卒業生を含めた幅広い就職支援などに総合的に取り組み、大

学の魅力を適確に伝えることにより、学生数の安定的な確保を図る。 

（２） 学生納付金は、財務状況や他大学の動向などを勘案して金額を決定

する。 

  

２ 経費の節減に関する目標を達成するための措置  

（１） 経費節減効果のある購入方法、購入先選定を検討し、購入を行う。 

（２） 電気使用量のデマンド管理等により光熱水費の削減に努める。また、

白黒コピーの標準設定、両面印刷の推奨等により、コピー料金の削減

を図る。 

（３） 複数年契約について経費節減効果を検証しつつ、有効なものは導入

する。 

（４） 長期修繕計画に基づく空調設備の更新等において、省エネ機器の導

入を図る。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置  

（１） 平成 27 年度に策定した長期修繕計画に基づき、平成 30 年度は空調

設備の更新を実施する。 
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（２） 学内施設の地域開放を積極的に進めるとともに、実施方法や範囲、

料金設定などのルール作りを行う。 

 

第５ 自己点検・評価及び情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

１ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

（１） 教育研究及び業務運営に対する評価の対象・基準等を明確にし、学

内組織の自己点検・評価を全学的に実施する体制を構築する。 

（２） 自己点検･評価及び第三者評価機関による外部評価の結果は積極的に

公表するとともに、教育研究活動や業務運営の改善に活用する。 

 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

（１） 業務運営の透明化を高めるために、ホームページ等を通じ、中期目

標、中期計画、年度計画、財務諸表、自己点検による評価結果及び第

三者評価機関による外部評価結果などの情報公開を積極的に行う。 

（２） 本学の教育、研究、地域貢献などの活動について、さまざまな情報

発信手段を活用し、積極的かつ効果的に発信する。 

 

 

第６ その他業務運営に関する目標を達成するための措置 

１ 社会的責任に関する目標を達成するための措置 

（１） 学生や職員の法令遵守や人権侵害の防止のための研修を実施し、意

識啓発を図る。 

（２） 再生可能廃棄物のリサイクルや施設整備の省エネルギー化を推進す

る。 

 

（２） 学内施設の地域開放を積極的に進める。 

  

 

第４ 自己点検・評価及び情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

１ 自己点検･評価に関する目標を達成するための措置 

（１） 大学基準協会からの指摘事項について平成 31 年度の改善報告に向け

て改善の状況を取りまとめる。公立大学法人評価委員会による法人評

価の指摘事項に対して改善を進める。 
 

  

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

（１） ホームページなどを用いて、財務状況や評価結果、教育研究の活動

成果などの法人情報を積極的に公表する。 

（２） 学内で情報の共有化を図り、従来の情報媒体や SNS を有効活用した

情報発信を行う。 

（３） 教員や学生の作品展示機会の創出や紀要の作成を行う。 

（４） テレビや新聞などのメディアを通して、広く社会に情報を発信する。 

 

第５ その他業務運営に関する目標を達成するための措置 

１ 社会的責任に関する目標を達成するための措置 

（１） 法令遵守や人権侵害の防止に係る意識啓発のために、学生及び職員

向けの研修等を実施する。 

（２） 再生品、エコマーク商品など環境に配慮した物品の使用、購入に努

める。 
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２ 施設設備の整備、活用に関する目標を達成するための措置 

（１） 良好な教育研究活動環境を維持するため、既存施設の修繕計画や新

たな施設設備の整備計画を策定する。 

（２） 市民に開かれた大学として、市民から大学施設を有効的に活用して

もらうため、施設設備の利用状況を把握し、使用目的、使用方法の見

直しを行う。 

 

３ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

（１） 労働安全衛生法などに基づく安全管理体制を確保し、学生や職員の

健康保全及び安全衛生に努める。 

（２） 大規模災害に備え、地域社会と一体となった危機管理体制を整備す

るとともに、学生、職員に対し防災訓練等を定期的に行う。 

（３） 学内のセキュリティ管理体制の整備と情報管理の強化を図る。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

２ 施設設備の整備、活用に関する目標を達成するための措置 

（１） 映像スタジオの増設、長期修繕計画に基づく空調設備の更新を実施

する。 

 

 

 

 

３ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

（１） 学校医（内科医、精神科医）、産業医、看護師、臨床心理士、衛生管

理者を配置し、学生や職員の健康保全及び安全衛生に努める。 

（２） 業務の進め方や業務内容の見直しを図り、効率化を進めることによ

って、教職員のワーク・ライフ・バランスを推進する。 

（３） 事故や犯罪を未然に防止するための、工房安全講習、消費者教育や

防犯講習を実施する。 

（４） 作成した震災対策マニュアルに基づき、地震発生を想定した防災訓

練を行う。 

（５） 情報セキュリティに関する教職員研修会等を通じ、情報管理意識の

徹底を図る。また、情報機器の入れ替えなどにより、情報セキュリテ

ィを強化する。 
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第７ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 １ 予算  

平成２６年度～平成３１年度 

 （単位：百万円） 

区 分 金 額 

収入  

運営費交付金 ４,３８３ 

自己収入 ３,８９４ 

授業料等及び入学検定料収入 ３,６６４ 

雑収入 ２３０ 

受託研究等収入 ２８ 

寄附金収入 ５６６ 

計 ８,８７１ 
支出  

業務費 ８,８４３ 

教育研究経費 ２,３１１ 

人件費 ５,３６０ 

一般管理費 １,１７２ 

受託研究費等 ２８ 

計 ８,８７１ 
 

【各費目の積算にあたっての基本的な考え方】 

（１）運営費交付金 

運営費交付金＝ 基準財政需要額算定単価 × 学生数 

   上記の考え方で積算しているが、各事業年度の運営費交付金は、長

岡市の予算議決を経て決定される。 

 

第６ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 １ 予算 

平成３０年度 

 （単位：千円） 

区 分 金 額 

収入  

運営費交付金 ８９３,７３２ 

自己収入 ７２０,９０１ 

授業料等及び入学金検定料収入 ６８７,２６９ 

雑収入 ３３,６３２ 

受託研究等収入 ４,０００ 

寄附金収入 ５,０００ 

承継資金財源 ３１３,８２９ 

計 １,９３７,４６２ 
支出  

業務費 １,７７４,７２２ 

教育研究経費 ７１４,３１９ 

人件費 １,０６０,４０３ 

一般管理費 １５８,７４０ 

受託研究費等 ４,０００ 

計 １,９３７,４６２ 
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（２）授業料等及び入学検定料収入 

平成 28 年度までは、平成 26 年度予算の学生数を基に入学定員数の

入学者数を想定した上で積算し、平成 29 年度以降は平成 28 年度と同

様の学生数で積算した。 

（３）雑収入 

   過年度の実績をベースに積算した。 

（４）受託研究等収入及び寄附金収入 

過年度の実績をベースに積算した。 

（５）教育研究経費及び一般管理費 

平成 26 年度予算をベースに新規事業及び情報機器の更新等を見込

んで積算した。 

（６）人件費 

職員の採用計画に基づき試算した。 
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２ 収支計画 

平成２６年度～平成３１年度 

  （単位：百万円） 

区 分 金 額 

費用の部 ８,７２５ 

経常費用 ８,７２５ 

 業務費 ７,６２３ 

教育研究経費 ２,２３５ 

受託研究費等 ２８ 

人件費 ５,３６０ 

一般管理費 ９７０ 

減価償却費 １３２ 

収入の部 ８,７２５ 

経常収益 ８,７２５ 

運営費交付金収益 ４,３８３ 

授業料収益 ３,１６４ 

 入学金収益 ３６４ 

 検定料収益 ７０ 

  受託研究等収益 ２８ 

  寄附金収益 ３５３ 

  財務収益 １２ 

  雑益 ２１８ 

  資産見返運営費交付金等戻入 ６ 

  資産見返寄附金戻入 １２７ 

純利益 ０ 

総利益 ０ 

 

 

２ 収支計画 

平成３０年度 

 （単位：千円） 

区 分 金 額 

費用の部 １,６８２,０６２ 

経常費用 １,６８２,０６２ 

 業務費 １,４３８,７０４ 

教育研究経費 ３７４,３０１ 

受託研究費等 ４,０００ 

人件費 １,０６０,４０３ 

一般管理費 １４４,３４０ 

財務費用 １８ 

減価償却費 ９９,０００ 

収入の部 １,６８２,０６２ 

経常収益 １,６８２,０６２ 

運営費交付金収益 ８９３,７３２ 

授業料収益 ２４８,１３９ 

 入学金収益 ６９,０９０ 

 検定料収益 １５,６４０ 

  受託研究等収益 ４,０００ 

  寄附金収益 ３１８,８２９ 

  財務収益 ２２０ 

  雑益 ３３,４１２ 

  資産見返運営費交付金等戻入 ７３,０００ 

  資産見返寄附金戻入 ２６,０００ 

純利益 ０ 

総利益 ０ 
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 ３ 資金計画 

平成２６年度～平成３１年度 

 （単位：百万円） 

区 分 金 額 

資金支出 ８,８７１ 

業務活動による支出 ８,５９３ 

投資活動による支出 ２７８ 

財務活動による支出 ０ 

 次期中期目標期間への繰越金 ０ 

資金収入 ８,８７１ 

業務活動による収入 ８,８７１ 

運営費交付金による収入 ４,３８３ 

授業料等及び入学検定料による収入 ３,６６４ 

受託研究等による収入 ２８ 

寄附金による収入 ５６６ 

その他の収入 ２３０ 

 投資活動による収入 ０ 

財務活動による収入 ０ 

 

第８ 短期借入金の限度額 

１ 限度額  ２億円  

 

２ 想定される理由 

  運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策

費として借入れすることが想定される。 

 

３ 資金計画 

平成３０年度 

 （単位：千円） 

区 分 金 額 

資金支出 ７,０９７,６６８ 

業務活動による支出 １,５７９,８７３ 

投資活動による支出 ２,５５４,４００ 

財務活動による支出 ３,１８９ 

 翌年度への繰越金 ２,９６０,２０６ 

資金収入 ７,０９７,６６８ 

業務活動による収入 １,６２３,４１３ 

運営費交付金による収入 ８９３,７３２ 

授業料等及び入学金検定料による収入 ６８７,２６９ 

受託研究等による収入 ４,０００ 

寄附金による収入 ５,０００ 

その他の収入 ３３,４１２ 

 投資活動による収入 ２,２００,２２０ 

財務活動による収入 ０ 

前年度からの繰越金 ３,２７４,０３５ 

第７ 短期借入金の限度額 

１ 限度額  ２億円  

 

２ 想定される理由 

  運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策

費として借入れすることが想定される。 
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第９ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

   なし 

 

第１０ 剰余金の使途 

    決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上並びに組

織運営及び施設設備の改善に充てる。 

 

第１１ 公立大学法人長岡造形大学の業務運営並びに財務及び会計に関す  

る規則で定める事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

   各事業年度の予算編成過程等において決定する。 

 

 

 

２ 積立金の使途 

  なし 

 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

  なし 

 

第８ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

   なし 

 

第９ 剰余金の使途 

   決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上並びに組織

運営及び施設設備の改善に充てる。 

 

第１０ 公立大学法人長岡造形大学の業務運営並びに財務及び会計に関す  

る規則で定める事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

「第１の１ （３）イ 教育環境の整備」、「第３の３ 資産の運用管理

の改善に関する目標を達成するための措置」及び「第５の２ 施設設備の

整備、活用に関する目標を達成するための措置」に記載のとおり 

 

２ 積立金の使途 

   なし 

 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

   なし 
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